
された場合にこれを解雇権濫用の判断要索とするかどうかという論点も
L あるが,金銭を支払えぼ解雇が有効になるという考え方は妥当ではないと

の意見があったo

使用者かちの金銭解決の申立てにつレ.l-C臥例え畔,労働者からの申立

ての場合と同嵐解雇が無夢であると認定できる.場合にl労働者の鍵業員

たる地位が存続していることを前捷としてl,解決金を支払うことによりそ

の後の労働契約関係を解消することができる仕組みとして-違汝な解雇が

食銭に羊り有効となるものではないこと-tすることが適当であるo

なお-金銭解決が認められる要件を法律で定めておけば,裁判でなくて
も労廟奏釣の解消を認めてよいとの意-見もあったが1庭用者による安易な

1金銭解決を防止するとともに,傘鍍解決につVlて労働者が納痔するための
適正な機会を確保するために,裁判を必要とすることにつV-七ー検討を深

めるべきであるa

また,金銭解決を認めることはl金銭さえ支払えば解雇できるとの風潮

を広めるのではないかとの懸念があるが, ,いかなる解雇についTlもこの申

立てを可能とするものではなく,人弓敵鳳臥信象性別等を理由とする
差別的解雇や1労働者が年次有給休暇を取得するなどの正当な権利を行使

したことを理由とする解雇等を行った使用者による金銭解決の申立ては

謬めないことが適当であるo さらに1使用者の故意又は過失によらない事

情であって労働者の職場復帰が困難と認められる特別な事情が串る場合
に限ることによって,金銭さえ払えば解雇ができる.という制度ではないこ

とが明確になるD

これらの工夫により,安易な解雇を誘発するおそれは.なくなるものと考

えられるD

イ 使用者による解雇の金銭解決制度の虚用の野念について

上記アの捨置を適切に講じれば多くの懸念時払拭できると思われるが,
さらに1そもそも使用者の申立ての前提として1個別企業における事前の

集団的年労庚合意く労働協約や労使委鼻会の決言勤がなされていることを

要件とすることが考えられるo

これにより.1労使対等の立場であらかじめ合意した内容.に沿った申葺て

のみが可能となるため,多くの懸念が払拭できるものと考えられる.

ウ.解決金の額の基準

解決金の額の基準については1労働者からの申立ての場合と同様に1企

業横断的な-律の茎準を適用した場合には中小零細企業を中心として実
施が困難となる問題があるo この解決方法についても1労働者からの申立
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